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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

        ３．第70期第３四半期連結累計期間、第71期第３四半期連結累計期間および第70期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当企業グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第70期 

第３四半期連結 
累計期間 

第71期 
第３四半期連結 

累計期間 
第70期 

会計期間 
自 平成23年６月１日 
至 平成24年２月29日 

自 平成24年６月１日 
至 平成25年２月28日 

自 平成23年６月１日 
至 平成24年５月31日 

売上高（千円）  30,073,497  20,879,087  38,714,106

経常利益（千円）  5,380,134  688,566  6,062,059

四半期（当期）純利益（千円）  3,035,566  414,113  3,466,829

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 2,962,649  1,800,276  3,851,497

純資産額（千円）  54,260,392  56,334,042  55,064,948

総資産額（千円）  68,185,267  72,868,096  71,900,718

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 146.40  19.97  167.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  77.4  75.1  74.4

回次 
第70期 

第３四半期連結 
会計期間 

第71期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自 平成23年12月１日 
至 平成24年２月29日 

自 平成24年12月１日 
至 平成25年２月28日 

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（円） 
 31.43  △2.76

２【事業の内容】
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      当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

   当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。 

  

 （１）業績の状況 

       当第３四半期連結累計期間における世界経済は、債務問題に引きずられる欧州の低迷と、中国をはじめとする

新興国の減速等により、総じて厳しい状況が続きました。また国内経済は、生産活動の回復や復興関連需要の後

押しに加えて、足もとでは円高修正の動きも見られる等、景気持ち直しの動きが継続しましたが、海外経済の下

振れが足かせとなり、回復の足取りは重い状況です。 

        このような状況の中、当企業グループは、比較的堅調な一般産業分野を中心に需要掘り起しに努めましたが、

特に太陽電池市場の世界的な混乱が継続する中で、一部大手顧客の状況悪化も影響する等、引き続き苦戦を強い

られました。また中国における貸倒引当金や在庫評価減等の計上も収益を圧迫しました。 

        この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は 百万円（前年同期比 ％減）、営業利益

百万円（同 ％減）、経常利益 百万円（同 ％減）となり、また四半期純利益は 百万円（同

％減）となりました。 

  

        セグメント別の概況は以下のとおりであります。 

  

      日本 

        国内景気の持ち直しを背景に、一般産業用は堅調を持続しましたが、太陽電池用や半導体用が低迷、輸出も振

るわず、総じて低調に推移しました。その結果、売上高は 百万円（前年同期比 ％減）、営業利益は

百万円（同 ％減）となりました。 

    

   米国 

    化合物半導体用や太陽電池用等のエレクトロニクス関連の不振が足を引っ張り、悪化傾向が続きました。その

結果、売上高は 百万円（同 ％減）、営業損失は 百万円（前年同期は 百万円の営業利益）となり

ました。 

    

   欧州 

    小型モーター用ブラシに回復の兆しが見え始めたものの、欧州経済の停滞を受けて、総じて低調に推移しまし

た。その結果、売上高は 百万円（前年同期比 ％減）、営業利益は 百万円（同 ％減）となりまし

た。 

    

   アジア 

    小型モーター用ブラシや放電加工電極用等は健闘しましたが、主力の太陽電池用はいまだ回復の兆しが見え

ず、低迷状態が続きました。中国における貸倒引当金や在庫評価減等の計上も収益を圧迫しました。その結果、

売上高は 百万円（同 ％減）、営業損失は 百万円（前年同期は 百万円の営業利益）となりまし

た。 

        

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

20,879 30.6

654 87.6 688 87.2 414 86.4

11,584 23.0

666 74.4

1,789 21.3 251 127

1,891 15.1 104 66.7

5,613 46.7 2 2,510
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   品目別の概況は以下のとおりであります。 

  

  特殊黒鉛製品 

    エレクトロニクス分野においては、中国を中心に不振を極めている太陽電池用が依然として低迷し、全体の足

を大きく引っ張りました。また単結晶シリコン製造用は、半導体業界の不振を背景として、縮小傾向が続きまし

た。 

    一般産業分野は、自動車産業の浮沈に一部影響は受けつつも、国内景気持ち直しや海外需要の懐の深さを背景

に、放電加工電極用や連続鋳造用等を中心に健闘しました。 

  

  一般カーボン製品 

    機械用カーボン分野は、一部弱含みましたが、復興関連需要にも支えられ底堅く推移しました。パンタグラフ

用すり板は、引き続き堅調でした。 

    電気用カーボン分野では、国内自動車関連は一時的に下振れましたが、中国を中心とする掃除機・電動工具等

の小型モーター用が健闘し、全体としては横這い水準を確保しました。 

  

  複合材その他製品 

    SiC(炭化ケイ素)コーティング黒鉛製品においては、半導体用にようやく持ち直しの動きが出始めましたが、

主力のＬＥＤ用はいまだ調整に時間を要しており、全体として一進一退の状況が続きました。C/Cコンポジット

製品では、半導体用は好転の兆しが見え始めましたが、太陽電池用の不振に加えて大型プロジェクト案件の剥落

も響き、引き続き低調に推移しました。また黒鉛シート製品は、エレクトロニクス関連の不振に加えて自動車用

の一時的調整もあり、やや軟調な動きとなりました。 

     

  （２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

         当第３四半期連結累計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  （３）研究開発活動 

    当第３四半期連結累計期間における当企業グループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

        なお、当第３四半期連結累計期間において、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から平成24年度戦

略的省エネルギー技術革新プログラムとしてSiCウエハー表面に残存している加工起因の変質層を除去し、ウエ

ハー品質を向上させるプロセスの開発を目的とした「CMP-free 超高温安定化 EPI-ready SiCナノ表面制御プ

ロセスの開発」がテーマ採択されました。実用化に向けて研究開発を推進してまいります。 

 なお、その他当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

  （４）主要な設備 

    当第３四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について、変更し

たものは次のとおりであります。 

    上海東洋炭素有限公司の製造設備の増設については、設備計画の見直しにより、完成予定年月を平成24年12月

から平成25年12月に変更しております。 

  

817
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  （５）生産、受注及び販売の状況 

   生産実績 

  当第３四半期連結累計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

   受注状況 

  当第３四半期連結累計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．半製品（素材製品）は、主として見込生産であるため、上記の金額には含まれておりません。 

４．当第３四半期連結累計期間における受注状況を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

セグメントの名称 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

金額（千円） 前年同四半期比（％） 

日本  11,193,704  74.4

米国  1,889,406  72.6

欧州  1,921,546  83.3

アジア  5,937,209  60.2

合計  20,941,866  70.3

セグメントの名称 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

受注金額 
(千円) 

前年同四半期比 
（％） 

受注残高 
(千円) 

前年同四半期比 
（％） 

日本  9,645,998  81.4  2,832,256  63.3

米国  1,767,566  100.6  451,721  59.1

欧州  1,718,471  78.4  489,618  63.5

アジア  4,806,937  47.5  1,565,750  71.2

合計  17,938,973  69.2  5,339,347  65.1

品目 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

受注金額 
(千円) 

前年同四半期比 
（％） 

受注残高 
(千円) 

前年同四半期比 
（％） 

特殊黒鉛製品  8,098,852  54.5  1,820,136  49.0

一般カーボン製品(機械用カーボン分野)  1,980,366  85.1  470,920  66.7

一般カーボン製品(電気用カーボン分野)  3,060,477  102.7  1,480,427  125.9

複合材その他製品  4,799,277  83.5  1,567,863  60.0

合計  17,938,973  69.2  5,339,347  65.1
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   販売実績 

  当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

４．当第３四半期連結累計期間の販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

金額（千円） 前年同四半期比（％） 

日本  11,584,048  77.0

米国  1,789,429  78.7

欧州  1,891,728  84.9

アジア  5,613,881  53.3

合計  20,879,087  69.4

品目 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

金額（千円） 前年同四半期比（％） 

特殊黒鉛製品  9,644,967  60.5

一般カーボン製品(機械用カーボン分野)  2,254,886  94.9

一般カーボン製品(電気用カーボン分野)  2,896,810  99.0

複合材その他製品  5,654,840  69.4

商品  427,583  62.7

合計  20,879,087  69.4
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  66,000,000

計  66,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成25年２月28日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成25年４月11日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式  20,750,688  20,750,688
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

   100株 

計  20,750,688  20,750,688 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成24年12月１日～ 

平成25年２月28日  
 －  20,750,688  －  7,692,575  －  9,534,686

（６）【大株主の状況】
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    当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

  記載することができないことから、直前の基準日（平成24年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

   ります。 

     ①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

  

  

   該当事項はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成24年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

 普通株式       16,400
－ － 

完全議決権株式（その他）  普通株式    20,671,200  206,712 － 

単元未満株式  普通株式    63,088 － － 

発行済株式総数  20,750,688 － － 

総株主の議決権 －  206,712 － 

  平成24年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

 東洋炭素㈱ 

大阪市西淀川区竹島五丁

目７番12号 
 16,400 －  16,400  0.08

計 －  16,400 －  16,400  0.08

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平

成25年２月28日まで）および第３四半期連結累計期間（平成24年６月１日から平成25年２月28日まで）の四半期連結

財務諸表について有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年５月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,136,958 6,532,096

受取手形及び売掛金 13,124,833 10,724,380

商品及び製品 7,315,218 9,837,332

仕掛品 6,351,260 6,692,890

原材料及び貯蔵品 2,022,085 2,050,342

その他 1,741,555 2,288,532

貸倒引当金 △133,107 △303,290

流動資産合計 39,558,803 37,822,284

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,692,597 9,000,874

機械装置及び運搬具（純額） 11,833,591 14,946,987

土地 5,739,970 5,791,521

建設仮勘定 2,162,921 974,883

その他（純額） 781,248 945,454

有形固定資産合計 29,210,330 31,659,721

無形固定資産 894,851 996,151

投資その他の資産 ※1  2,236,733 ※1  2,389,939

固定資産合計 32,341,914 35,045,812

資産合計 71,900,718 72,868,096
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年５月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,328,985 1,753,353

短期借入金 2,267,846 3,292,161

未払金 6,159,317 2,497,967

未払法人税等 867,101 149,226

賞与引当金 921,492 556,940

役員賞与引当金 67,420 －

その他 2,117,588 2,634,305

流動負債合計 14,729,751 10,883,955

固定負債   

長期借入金 470,349 3,982,438

退職給付引当金 602,502 717,425

資産除去債務 270,946 273,938

その他 762,219 676,296

固定負債合計 2,106,018 5,650,098

負債合計 16,835,770 16,534,053

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,692,575 7,692,575

資本剰余金 9,534,686 9,534,686

利益剰余金 38,179,893 38,075,649

自己株式 △57,934 △58,100

株主資本合計 55,349,222 55,244,811

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,156 77,161

為替換算調整勘定 △1,848,932 △602,867

その他の包括利益累計額合計 △1,843,775 △525,706

新株予約権 27,900 27,900

少数株主持分 1,531,602 1,587,037

純資産合計 55,064,948 56,334,042

負債純資産合計 71,900,718 72,868,096
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年６月１日 

 至 平成24年２月29日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年６月１日 

 至 平成25年２月28日) 

売上高 30,073,497 20,879,087

売上原価 19,854,260 15,489,893

売上総利益 10,219,237 5,389,194

販売費及び一般管理費 4,929,010 4,734,691

営業利益 5,290,226 654,503

営業外収益   

受取利息 30,819 25,053

受取配当金 11,149 6,020

為替差益 － 426,618

通貨オプション益 32,152 －

訴訟関連債務戻入益 56,739 －

その他 52,808 40,165

営業外収益合計 183,669 497,857

営業外費用   

支払利息 24,960 33,812

減価償却費 7,791 69,076

通貨オプション損失 － 317,450

為替差損 46,978 －

その他 14,032 43,454

営業外費用合計 93,762 463,794

経常利益 5,380,134 688,566

特別利益   

固定資産売却益 63,466 3,728

受入助成金 － 500

投資有価証券売却益 1,200 －

特別利益合計 64,666 4,228

特別損失   

固定資産売却損 894 25

固定資産除却損 51,790 35,163

特別損失合計 52,685 35,188

税金等調整前四半期純利益 5,392,116 657,605

法人税等合計 1,483,296 276,034

過年度法人税等 ※1  540,231 －

少数株主損益調整前四半期純利益 3,368,588 381,571

少数株主利益又は少数株主損失（△） 333,021 △32,542

四半期純利益 3,035,566 414,113
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年６月１日 

 至 平成24年２月29日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年６月１日 

 至 平成25年２月28日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,368,588 381,571

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 20,286 72,004

為替換算調整勘定 △426,224 1,346,700

その他の包括利益合計 △405,938 1,418,705

四半期包括利益 2,962,649 1,800,276

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,688,843 1,732,183

少数株主に係る四半期包括利益 273,806 68,092
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  （減価償却方法の変更） 

 当社および国内子会社について、平成24年６月１日に開始する事業年度より、定率法を採用していた有形固定資

産の減価償却方法を定額法に変更しております。 

 この変更は、最新鋭かつ大量生産型工場として、詫間事業所に新たに建設した第三工場の稼動による生産体制の

構造変化を契機として行われたものであります。当工場稼働以降、生産品種の棲み分けによる各工場の最適配分を

進めた結果、設備負荷が平準化されるとともに、全ての製品を安定生産できる体制が整備されることとなりまし

た。 

 このような生産体制の構造変化により、生産設備を中心とした有形固定資産の減価償却方法については、定額法

が今後の有形固定資産の耐用年数にわたる安定的な使用および平準化された経済的便益の費消を適切に反映する方

法であると判断し、減価償却方法の変更を行うことにいたしました。 

 これにより、従来の方法と比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益は 千円、経常利益および

税金等調整前四半期純利益は、 千円それぞれ増加しております。 

  

  

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま

す。 

  

  

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

※１．過年度法人税等 

   前第３四半期連結累計期間に計上した過年度法人税等は、当社と中国の子会社との平成18年５月期から平成

23年５月期までの６年間の取引に関しての移転価格税制に基づく更正処分による追徴税額であります。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額は、

次のとおりであります。  

  

【会計方針の変更】

363,793

446,820

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年５月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

（平成25年２月28日） 

投資その他の資産 千円 3,043 千円 3,043

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  

  

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年６月１日 
至 平成24年２月29日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

減価償却費 千円3,413,403 千円2,412,681

のれんの償却額    8,179  －
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日） 

      配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年６月１日 至 平成25年２月28日） 

      配当金支払額 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去によ

るものです。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

２. 地域に関する情報 

（単位：千円）

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度により国または地域に分類しております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

（１）北米………米国 

（２）欧州………フランス、ドイツ、イタリア 

（３）アジア……中国、台湾、韓国  

  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年８月30日 

定時株主総会 
普通株式  456,157  22  平成23年５月31日  平成23年８月31日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年８月30日 

定時株主総会 
普通株式  518,358  25  平成24年５月31日  平成24年８月31日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)２ 
  日本 米国 欧州 アジア 計 

売上高               

外部顧客への売上高  15,039,407  2,273,426  2,228,553  10,532,110  30,073,497  －  30,073,497

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 6,736,902  275,877  38,914  57,130  7,108,824  △7,108,824  －

計  21,776,309  2,549,303  2,267,468  10,589,240  37,182,322  △7,108,824  30,073,497

セグメント利益  2,603,780  127,768  312,753  2,510,953  5,555,257  △265,030  5,290,226

  
 日本  北米 欧州 アジア その他 計 

  うち中国 

売上高  11,699,265  2,219,106  2,535,107  13,441,027  10,112,579  178,989  30,073,497

割合（％）  38.9  7.4  8.4  44.7  33.6  0.6  100.0

-14-



Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年６月１日 至 平成25年２月28日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実

現利益消去によるものです。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

 （減価償却方法の変更） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当社および国内子会社について、平成24年６月１日に開

始する事業年度より、定率法を採用していた有形固定資産の減価償却方法を定額法に変更してお

ります。 

これにより、従来の方法と比べ、当第３四半期連結累計期間の「日本」のセグメント利益が

千円増加し、「調整額」のセグメント利益が 千円減少しております。  

   

２. 地域に関する情報 

（単位：千円）

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度により国または地域に分類しております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

（１）北米………米国 

（２）欧州………フランス、ドイツ、イタリア 

（３）アジア……中国、台湾、韓国  

  

  報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)２ 
  日本 米国 欧州 アジア 計 

売上高               

外部顧客への売上高  11,584,048  1,789,429  1,891,728  5,613,881  20,879,087
 

 －
 20,879,087

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 3,994,716  22,512  1,318  51,559  4,070,106  △4,070,106  －

計  15,578,764  1,811,941    1,893,046  5,665,441  24,949,194  △4,070,106  20,879,087

セグメント利益又は

損失（△） 
 666,354  △251,250  104,211  △2,520  516,794  137,708  654,503

441,429 77,636

  
 日本  北米 欧州 アジア その他 計 

  うち中国 

売上高    9,220,482  1,747,060  2,008,476  7,731,838  5,328,889  171,229  20,879,087

割合（％）  44.2  8.4  9.6  37.0  25.5  0.8  100.0
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 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

   

  該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年６月１日 

至 平成24年２月29日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 

至 平成25年２月28日） 

 １株当たり四半期純利益金額 円 146.40 円 19.97

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  3,035,566  414,113

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  3,035,566  414,113

普通株式の期中平均株式数（株）  20,734,414  20,734,295

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋炭素株式会社

の平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平成25

年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年６月１日から平成25年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋炭素株式会社及び連結子会社の平成25年２月28日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

強調事項 

「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社及び国内子会社は、第１四半期連結会計期間より、定率法を採用

していた有形固定資産の減価償却方法を定額法へ変更している。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                        以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成25年４月８日 

      東洋炭素株式会社   

  取 締 役 会 御中       

  有限責任監査法人 トーマツ   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士  高橋  勝   印  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士  髙﨑 充弘  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 




